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２　職員の給与の状況
（１）人件費の状況
　人件費とは職員に支給される給与の他、特別職に支給される給料など、職員が加
入している地方共済組合に事業主として支払う負担金などを合計したものです。

（普通会計決算）
（参考）
３０年度
人件費率

人件費率
Ｂ／Ａ

人　件　費
Ｂ実質収支歳　出　額

Ａ
住民基本台帳人口
（令和２年１月１日）区　分

１７．９％１７．９％７，３２０，８９３千円１，８２４，６３７千円４０，８３３，４３９千円１３１，６９８人令和 
元年度

⑤時間外勤務手当
令和元年度決算平成３０年度決算区　分
２３７，４５９千円２４５，７２２千円支給実績
３５７，０７９円３７７，４５３円支給職員一人当たりの平均支給年額

（６）職員の手当の状況（短時間勤務職員を含み、企業職を除く）
①期末手当・勤勉手当

国座　間　市

－
一人当たり平均支給額（令和元年度）
（市長部局一般行政職給料表適用者）

１，４７７千円

勤勉手当
１．９月分
［０．９］月分

（令和元年度支給割合）
期末手当
２．６月分

［１．４５］月分

勤勉手当
１．９月分
［０．９］月分

（令和元年度支給割合）
期末手当
２．６月分

［１．４５］月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
※［　］内は、再任用勤務職員に係る支給割合です。

②退職手当（令和２年４月１日現在）
国座　間　市
応募認定・定年
２４．５８６８７５月分
３３．２７０７５月分
４７．７０９月分
４７．７０９月分

自己都合
１９．６６９５月分
２８．０３９５月分
３９．７５７５月分
４７．７０９月分

応募認定・定年
２４．５８６８７５月分
３３．２７０７５月分
４７．７０９月分
４７．７０９月分

自己都合
１９．６６９５月分
２８．０３９５月分
３９．７５７５月分
４７．７０９月分

（支給率）
勤続２０年
勤続２５年
勤続３５年
最高限度額

定年前早期退職特例措置
（２～４５％加算）

定年前早期退職特例措置
（２～４５％加算）その他の加算措置

－－１９，９８８千円５，５８５千円一人当たり平均支給額
※退職手当の一人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した全会計職員に支給された平均額です。

③地域手当（令和２年４月１日現在）
　地域手当は、地域における民間の賃金水準を基礎とし、地域における物価などを
考慮して支給する手当です。

３９３，９０９千円支給実績（令和元年度決算）
４５４，８６０円支給職員一人当たりの平均支給年額（令和元年度決算）

国の制度（支給率）支給対象職員数支給率支給対象地域
１２％８６６人１２％座間市全地域

④特殊勤務手当（令和元年４月１日現在）
全職種区　分

８，６９０千円支給実績（令和元年度決算）
５５，７０１円支給職員一人当たりの平均支給年額（令和元年度決算）
１７．４％職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度）

徴収等手当、感染症等業務手当、有害毒薬物取扱手当、行旅死亡人等取
扱手当、消防出動等手当、防災活動手当、福祉業務手当、死体取扱手当手当の種類

（７）特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）
退職手当支給方法
（任期ごとに支給）

期末手当支給割合
（令和元年度）給料（報酬）月額区　分

在職年数×給料月額×４００／１００
４．４０月分

９２１，０００円市　長
在職年数×給料月額×３００／１００７４４，０００円副市長
在職年数×給料月額×２００／１００６９６，０００円教育長

４．４０月分
５４１，０００円議　長
４５０，０００円副議長
４１９，０００円議　員

　市では、「職員の給与や勤務条件などの人事行政の運営状況」を、その
公正性と透明性を高めることを目的に公表しています。このたび、その内
容がまとまりましたので、市民の皆さんにお知らせします。なお、さらに
詳しい内容については、市役所４階職員課や市ホームページでご覧になれ
ます。
担当 職員課　1０４６（２５２）７９１１　5０４６（２５５）３５５０

⑥その他の手当（令和２年４月１日現在）
国の制度内容と支給単価区　分
６，５００円７，５００円配偶者

扶養手当

　　　子 １０，０００円
それ以外　６，５００円

子  １１，０００円
それ以外　７，５００円

配偶者以外の扶養
親族

　　　子 １０，０００円
それ以外　６，５００円

子  １１，０００円
それ以外　７，５００円

配偶者がない職員の
扶養親族のうち一人

５，０００円５，５００円
満１６歳の年度初めから
満２２歳の年度末までの
子に対する加算額

－－持ち家

住居手当
家賃２７，０００円以下：家賃－１６，０００円
家賃２７，０００円を超え６１，０００円未満：
（家賃－２７，０００円）×１／２＋１１，０００円
家賃６１，０００円以上：２８，０００円

家賃２７，０００円未満：
　　　　　　家賃額
家賃２７，０００円以上：
　　　　　２７，０００円

借家・借間

運賃等相当額
（上限額：５５，０００円）

運賃等相当額
（上限額：５５，０００円）

交通機関等の利用者
（片道２㎞以上）通勤手当 通勤距離の区分に応じて

２，０００円～３１，６００円
通勤距離の区分に応じ
て３，５００円～３１，６００円

自動車等の利用者
（片道２㎞以上）

１３９，３００円を上限として定額

８６，０００円部　長

管理職手当

７６，０００円次　長
７０，０００円参　事
６４，７００円課　長
５９，７００円主幹・技幹
４８，６００円副主幹・副技幹

上限額：２７，０００円
８，０００円（４，０００円）部長、次長、参事

週休日・
休日勤務

管理職員特
別勤務手当
※（　）内
は、４時間
未満の勤務

６，０００円（３，０００円）課長、主幹・技幹
４，０００円（２，０００円）副主幹・副技幹

   上限額：６，０００円
６，０００円部長、次長、参事

平日深夜
勤務 ５，０００円課長、主幹・技幹

４，０００円副主幹・副技幹

３　公平委員会の業務状況
　市では、地方公務員法第７条第４項の規定に基づき、公平委員会の事務を県人
事委員会に委託して処理しています。
●勤務条件に関する措置の要求の状況　職員は、給与などの勤務条件に関して公
平委員会に当局が措置を講じるよう要求することができます。令和元年度につ
いては、係属案件および新規申立はありませんでした。
●不利益処分に関する不服申し立ての状況　職員は、懲戒その他その意に反する
不利益な処分に関して、公平委員会に不服を申し立てることができます。令和
元年度については、係属案件および新規申立はありませんでした。
●苦情処理の状況　職員は、任用・給与・勤務時間・服務・その他勤務条件など
の人事管理全般に関する苦情の申し出および相談を公平委員会にすることがで
きます。

（２）採用者の状況（令和２年４月１日現在）
※「行政職」とは事務職、技術職、保育士、保
健師、消防士などを、「技能労務職」とは自動
車運転手、環境整備員、給食調理員などをいい、
採用方法は、試験による採用です。

令和２年度令和元年度
４３人４１人行　政　職
７人０人技能労務職
５０人４１人合　　　計

（３）退職者の状況（令和元年度）
合　計その他自己都合退職早期退職定年退職
４２人１人１７人３人２１人行　政　職
６人０人０人０人６人技能労務職
４８人１人１７人３人２７人合　　　計

※「定年退職」とは定年（原則６０歳）での退職。「早期退職」とは人事管理上の目的から定年前
に退職する意思を有する職員の募集を行い認定を受ける退職。「自己都合退職」とは本人の都合
による退職。「その他」とは死亡による退職などをいいます。

１　職員数および職員の任免に関する状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

主　な　増　減　理　由対前年
増減数

職　員　数区分
部門 令和２年平成３１年

外部団体派遣終了のため

福祉業務に係る体制強化
欠員補充および保健師業務に係る体制強化

退職者不補充のため

△１

１
３

△１

６
１４２
３４
１６４
９２
４
６
４３

６
１４３
３４
１６３
８９
４
６
４４

議 会
総務・企画
税 務
民 生
衛 生
農林水産
商 工
土 木

一
　
般
　
行
　
政

普　

通　

会　

計
〈参考〉人口１万人当たり職員数 ３７．６人２４９１４８９計
　　８６８６教　育
　　１５５１５５消　防
〈参考〉人口１万人当たり職員数 ５６．０人２７３２７３０小　計
退職者不補充のため△１２９

７
４１

３０
７
４１

水　道
下水道
その他

公
営
企
業
等

会
計

〈参考〉人口１万人当たり職員数 ５．９人△１７７７８小　計

〈参考〉人口１万人当たり職員数 ６１．９人１８０９
［８７３］

８０８
［８７３］合　　計

※職員数には教育長を含みません。［　　］内は、職員定数の合計です。

（２）職員給与費の状況 （普通会計決算）
一人当た
り給与費
Ｂ／Ａ

給　　与　　費職員数
Ａ区　分

計　Ｂ期末・勤勉手当職員手当給　料

７，０２２千円５，１３９，９２４千円１，２７３，９５３千円１，０１８，０６３千円２，８４７，９０８千円７３２人令和
元年度
※職員手当には退職手当を含みません。職員数は、平成３１年４月１日現在の人数です。給与費に
ついては、任期付短時間勤務職員（再任用短時間勤務職員）の給与費が含まれており、職員数に
は同職員を含みません。

（３）職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況 （令和２年４月１日現在）
平均給与月額平均給料月額平均年齢区　分
４２４，９６９円３０７，９６５円３８．８歳一般行政職
４２７，７２２円３２６，８０５円５０．４歳技能労務職

※「平均給料月額」とは、職種ごとの職員の基本給の平均です。「平均給与月額」とは、給料月
額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計し
たものです。

（４）職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）
国座間市区　分

総合職（大卒）１８６，７００円
一般職（大卒）１８２，２００円１８６，７００円大学卒

一般行政職
一般職（高卒）１５０，６００円１６０，１００円高校卒

－学校給食調理員に３３歳で
採用の場合 １８５，５００円

技能労務職（職種および採用時
の年齢によって異なります。）

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）
経験年数３０年経験年数２５年経験年数２０年経験年数１０年区　分
４２０，４３３円３９７，９５０円３５２，２００円２６２，５９３円大学卒

一般行政職
３９１，９００円３６１，２００円３３１，５００円２２９，２００円高校卒
３４１，２００円３１８，５６７円２９６，２００円－　円高校卒技能労務職

※経験年数１０年の技能労務職員は在籍していません。

市市のの人人事事行行政政のの運運営営状状況況


